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1．本計画の位置づけ 

 

 「夢・はぐくむ」公立こども園整備計画（以下「本計画」という）は、子育ち・子育

て支援行動計画「こどもすこやか育みプラン・とよなか」（以下「育みプラン」とい

う）に基づき平成 28 年（2016 年）9月に策定した「公立こども園適正配置に向けた基

本方針」（以下「基本方針」という）に基づき、地域と連携した子育ち・子育て支援を

推進するとともに教育・保育内容の充実・確立をめざし、将来予測される児童数の減少

を見据え、地域ごとの特性に応じた配置及び整備に向けた取り組みやスケジュール等を

示すものです。 

 基本方針では、公立こども園の 4つの機能（ベンチマーク機能、人材育成機能、セー

フティネット機能、地域子育て支援拠点機能、下図参照）を明らかにし、これを果たす

ため、ニーズの視点、エリアの視点、ハード・ソフトの視点から適正に配置することと

しています。本計画では、これらの視点に基づき、改めて、中学校区を単位として人口

推計し、保育ニーズやこども園の設備等の状況も勘案して、特徴ある地域ごとの資源な

どを分析し配置計画を定めます。 

 これらの４つの機能を支える施設とするために施設の再整備を通して、老朽化施設を

計画的に解消し、安心・安全で快適な教育・保育環境を整えることはもとより、子ども

たちが自分らしく過ごし夢を育める施設を創ることをめざします。また、多様化する子

ども・子育て支援のニーズに対応できる質の高い保育サービスの積極的な進展をめざす

ものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立こども園 4 つの機能

 

セーフティネット機能 

（困難を抱えている家庭を⽀援する） 

地域子育て支援拠点機能 

（家庭⽀援の拠点となり⼦育て環境を整える） 

◆地域特性に応じた支援の展開 
◇アウトリーチ型事業との連携で孤立化防止 

◆地域の力で支援を充実 
◇ネットワークの強化 
◇子育てサークルの育成 

人材育成機能 

（保育者の育成を通じて保育内容の充実を図る） 

ベンチマーク機能 

（保育内容の⼀層の向上を図り発信する） 

◆教育・保育課程編成要領を発信 
◇公開保育・幼保小連携 
◇民間園との合同職員研修など 

◆評価のしくみの確立と実践による普及 

◆新たな課題の研究と研修によるスキルアップ 
◇公開保育・研究発表・研修内容の充実 

◆人権保育の実践と発信 

◆児童虐待防止や障害児保育等の支援推進 
◇受け皿の確保 
◇相談機能の強化（支援機関に適切につなぐ） 
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2．計画期間 

 

 本計画は、平成 30 年度（2018 年度）から平成 44 年度（2032 年度）までの 15 年間を

計画期間とします。ただし、教育・保育のニーズや社会情勢の変化も想定されることか

ら、育みプラン策定において 5年ごとに行われるニーズ調査年度をめどに見直しを行

い、人口増加などによる見直しが必要な場合も、柔軟に対応することとします。 

 

 

 

 

  

 
平成 30 年 
（2018 年） 

平成 35 年見直し
（2023 年） 

平成 44 年 
（2032 年） 

平成 40 年見直し
（2028 年） 

平成 27～31 年 
（2015～2019 年） 
第 1期育みプラン 

平成 32～36 年 
（2020～2024 年） 
第 2期育みプラン 

平成 37～41 年 
（2025～2029 年） 
第 3期育みプラン 

平成 42～46 年 
（2030～2034 年） 
第 4期育みプラン 
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3．現状と課題 

 

（1） 就学前児童数の推計 

 本市の人口は現在微増傾向にあり、小学校就学前の児童数についても増加しています

が、今後については、下表のとおり、就学前児童の減少が予測されます。その推移を的

確に把握し、教育・保育の需給バランスを図り、子ども・子育て支援施策に計画的に取

り組む必要があります。 

 

 

 

 

（2） 社会情勢の変化と多様なニーズ 

 平成 22 年度（2010 年度）と平成 27 年度（2015 年度）の国勢調査の比較では、世帯

数の増加に対し１世帯当たりの人員は 2.3 人から 2.28 人に減少しており、核家族化が

進行しています。 

    

年次 世帯数 世帯人員 １世帯 
当たり人員 

平成 7 年（1995 年） 355,003 395,776 2.56 

平成 12 年（2000 年） 359,346 388,507 2.45 

平成 17 年（2005 年） 363,438 382,385 2.37 

平成 22 年（2010 年） 366,677 383,803 2.3 

平成 27 年（2015 年） 170,325 388,846 2.28 

平成２７年度豊中市統計書 国勢調査より作成 

一方、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が平成

28 年（2016 年）に施行され、今後女性の就業率の上昇が見込まれることから、子育て

と仕事の両立を支える制度・施設の充実が求められ、女性就業率 80％に対応可能な整

備として、とりわけ 0・1・2歳児保育の受け入れ人数の拡大が求められています。 

 また、平成 31 年度（2019 年度）には幼児教育無償化の全面実施が予定されており、 

就労の有無に関わらず、子育ち・子育てを支える多様なニーズに応えることが必要です。 

※推計方法；豊中市まち・ひと・しごと創生人口ビジョンに準拠し、コーホート要因法（出生率仮定値は中位、
純移動率仮定値は高位）による 
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さらには、地域社会におけるつながりの希薄化などの社会状況の中で、子育てについ

ての悩みや、不安を抱いている保護者が増えており、保護者がいつでも身近に利用・相

談できる環境をより一層充実させていくことが必要です。 

 

（3） 公立こども園の施設老朽化・機能的諸課題 

① 園舎の老朽化 

現在 26 園ある公立こども園の園舎のうち、昭和 42 年（1967 年）から昭和 50 年

（1975 年）に建てられた築年数 40 年を超える施設が 70％以上となっています。 

このため、老朽化による建て替えや長寿命化改修のための工事が集中し、財政の

負担も一時期に集中することが予想されます。 

市有施設全般については、豊中市公共施設等総合管理計画に基づき将来にわたる

施設の維持管理費をできる限り抑制するとともに、今後の改修・改築費の平準化を

進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 機能上の課題 

 時代の変遷とともに、子育て家庭が施設に期待するサービスが変化しており、

それらの対応も検討する必要があります。例えば、様々なアレルギーへの対応な

どきめ細やかな給食提供のためには自園調理が必要ですが、厨房設備のない施設

があります。また、2階建て以上の施設でエレベーター設備がないなど、バリア

フリーに対応できていない施設や、乗用車での送迎が必要な家庭のための駐車場

が無い施設、駐車場があってもアプローチに課題がある施設があります。 

また、より良い教育・保育施設として、複合施設や隣接する小学校等との連携

など、立地や施設の特徴を活かした魅力づくりにも取り組むことが求められてい

ます。 
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昭和40～44年

（1965～1969年）

昭和45～49年

（1970～1974年）

昭和50～54年

（1975～1979年）

昭和55～59年

（1980～1984年）

昭和60～69年

（1985～1988年）

平成 1～ 4年

（1989～1992年）

建設年次別棟数
（棟）

築年数 棟数 割合

20～29年 3 32%

30～39年 4 35%

40～49年 38 69%

50年以上 3 4%
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（4） 各こども園の状況 

配置園選定にあたり改修等の課題や、立地状況その他の事情をまとめました。 

 

中学
校区 

園名 建物概要 現況と改修等にかかる課題 

第 

一 

中 

原田 

敷地面積 4,033.56 
立地：周辺は低層住宅地、阪神高速の西は事業所が集積 

接道：南・西側で市道に接道／敷地：適正規模に対し十分な広さがある 

駐車場：7 台／EV：なし 

改修等：内外装工事、EV 棟増築検討 

延べ床面積 3,386.24 

建築年月日 3976.8.20 

経過年数 40 

支援センター ‐ 

てしま 

敷地面積 3,332.00 
立地：周辺は低層住宅、中高層住宅が立地、豊島北小学校に隣接 

接道：南側で市道に接道／敷地：適正規模に対し十分な広さがある 

駐車場：3 台／調理室：なし／EV：なし 

改修等：内外装改修、厨房・EV 増築検討 

延べ床面積 3,466.00 

建築年月日 3989.6.3 

経過年数 26 

支援センター ○ 

第 

二 

中 

桜井谷 

敷地面積 663.54 
立地：周辺は低層住宅地、南側の桜井谷小学校に隣接、複合施設 

接道：西・北側で市道に接道／敷地：狭小、道路との高低差あり 

駐車場：3 台 

改修等：適正規模確保のため、移転改築又は桜井谷小を含めた拡張の検討 

延べ床面積 520.86 

建築年月日 3969.4.2 

経過年数 47 

支援センター ○ 

第 

四 

中 

服部 

敷地面積 3,390.00 
立地：周辺は低層住宅地、服部天神駅から至近距離 

接道：西・北側で市道に接道／敷地：狭小 

駐車場：なし 

改修等：適正規模確保のため移転改築検討 

延べ床面積 499.96 

建築年月日 3968.3.27 

経過年数 48 

支援センター ○ 

第 

五 

中 

豊中人権 

まちづくり 

センター 

敷地面積 2,255.96 
立地：周辺は低層住宅地、南側の轟公園に隣接、複合施設 

接道：北側で府道、西側で市道に接道／敷地：園庭狭小 

駐車場：なし 

改修等：複合施設で建替えは困難、活用の場合移転改築を検討 

延べ床面積 286.09 

建築年月日 3972.32.25 

経過年数 43 

支援センター ○ 

第 

七 

中 

栄町 

敷地面積 2,362.55 
立地：周辺は低層住宅、中高層住宅が立地、南側の島江北公園に隣接、複合
施設 

接道：東で市道に接道／敷地：狭小 

駐車場：2 台 

改修等：適正規模確保のため移転改築検討 

延べ床面積 3,304.35 

建築年月日 3984.3.39 

経過年数 32 

支援センター ○ 

島田 

敷地面積 3,937.00 
立地：周辺は低層住宅、事業所が立地、北側道路を挟んで島田小学校に隣接、
複合施設 

接道：北側で市道に接道／敷地：十分な広さがある 

駐車場：4 台／EV なし 

改修等：内外装改修、EV 設置検討 

延べ床面積 2,528.87 

建築年月日 3974.3.20 

経過年数 42 

支援センター ○ 

庄内 

敷地面積 3,503.00 

立地：周辺は低層住宅・アパート、事業所が立地 

接道：袋路地状の市道に接道／敷地：狭小 

駐車場：なし 

改修等：接道不十分、適正規模確保のため移転改築検討 

延べ床面積 802.02 

建築年月日 3973.3.36 

経過年数 45 

支援センター ‐ 

庄内西 

敷地面積 3,636.00 

立地：周辺は低層住宅・アパートが立地、阪神高速沿いに事業所が集積 

接道：北側で市道に接道／敷地：狭小 

駐車場：なし 

改修等：接道不十分、適正規模確保のため移転改築検討 

延べ床面積 3,097.42 

建築年月日 3969.32.20 

経過年数 46 

支援センター ‐ 

せんなり 

敷地面積 3,023.39 

立地：周辺は低層住宅・アパートが立地、神崎川沿いは事業所が集積 

接道：東・南側で市道に接道／敷地：適正規模に対し十分な広さがある 

駐車場：3 台／調理室：なし 

改修等：内外装改修、調理室増築検討 

延べ床面積 3,338.00 

建築年月日 3973.3.3 

経過年数 45 

支援センター ‐ 

※ＥＶ：エレベーター 
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中学
校区 

園名 建物概要 現況と改修等にかかる課題 

第 
八 
中 

東丘 

敷地面積 3,498.42 
立地：周辺は中高層住宅地、千里中央駅から至近の距離 
接道：北側で市道に接道／敷地：適正規模に対し十分な広さがある 
駐車場：7台 
改修等：園舎狭小のため現地建替え、ＥＶ設置検討 

延べ床面積 933.96 

建築年月日 3969.5.6 

経過年数 47 

支援センター ○ 

第 
九 
中 

西丘 

敷地面積 4,300.86 
立地：周辺は中高層住宅地、千里中央駅から至近の距離、公園に隣接 
接道：東側で市道に接道／敷地：適正規模に対し十分広さがある 
駐車場：6台／ＥＶ：なし 
改修等：内外装改修、EV増築検討 

延べ床面積 3,457.20 

建築年月日 3972.3.25 

経過年数 44 

支援センター ○ 

しんでん 

敷地面積 2,509.73 
立地：周辺は旧集落と中高層住宅地、道路に高低差あり 
接道：西・南側で市道に接道／敷地：斜面地で上下２段の造成となっている 
駐車場：4台／調理室：なし 
改修等：敷地造成が２段で園舎の増築は困難、移転改築検討 

延べ床面積 943.00 

建築年月日 3974.3.3 

経過年数 42 

支援センター ‐ 

第 
十 
中 

野田 

敷地面積 3,950.22 立地：周辺は低層住宅・アパートが立地、野畑小学校に隣接、庄内駅から至近の距
離、複合施設 
接道：南側で市道に接道／敷地：狭小 
駐車場：なし 
改修等：適正規模確保のため移転改築検討 

延べ床面積 875.85 

建築年月日 3972.3.25 

経過年数 44 

支援センター ○ 

第 
十 
二 
中 

豊南西 

敷地面積 2,074.00 
立地：周辺は低層住宅地、大阪音大に近接、複合施設 
接道：北・西・東側で市道に接道／敷地：狭小 
駐車場：なし 
改修等：適正規模確保のため移転改築検討 

延べ床面積 774.56 

建築年月日 3969.6.30 

経過年数 47 

支援センター ○ 

高川 

敷地面積 3,488.00 
立地：周辺は低層住宅地、複合施設 
接道：北・東側で市道に接道／敷地：適正規模に対し十分広さがある 
駐車場：6台／ＥＶ：なし 
改修等：内外装改修、EV設置検討 

延べ床面積 2,296.57 

建築年月日 3974.30.30 

経過年数 43 

支援センター ‐ 

第 
十 
三 
中 

本町 

敷地面積 2,589.43 
立地：周辺は低層住宅地、豊中駅に近い 
接道：南側で市道に接道／敷地：適正規模に対しては若干狭い 
駐車場：5台／ＥＶ：なし 
改修等：内外装改修、EV設置検討 

延べ床面積 863.30 

建築年月日 3982.3.26 

経過年数 34 

支援センター ○ 

とねやま 

敷地面積 3,004.66 立地：周辺は低層住宅地、丘陵地で道路に高低差あり、南側道路を挟んで刀根山
小学校に隣接 
接道：四周で市道に接する／敷地：適正規模に対し十分広さがある 
駐車場：3台 
改修等：敷地は十分だが、園舎狭小のため、現地建替え検討 

延べ床面積 828.00 

建築年月日 3970.3.3 

経過年数 46 

支援センター ‐ 

第 
十 
四 
中 

北緑丘 

敷地面積 4,098.07 
立地：周辺は低層住宅、中高層住宅地が立地、道路と高低差あり 
接道：西側で道に接道／敷地：適正規模に対し十分広さがある 
駐車場：9台 
改修等：園舎狭小のため、現地建替え検討 

延べ床面積 734.03 

建築年月日 3986.3.20 

経過年数 30 

支援センター ○ 

のばたけ 

敷地面積 4,790.00 
立地：周辺は中高層住宅地、斜面地、南側の第１４中学校に隣接 
接道：西で府道に接道／敷地：適正規模に対し十分広さがある 
駐車場：3台／調理室：なし 
改修等：敷地造成が2段で建て替えに難あり、移転改築検討 

延べ床面積 3,356.00 

建築年月日 3983.3.3 

経過年数 35 

支援センター ‐ 

第 
十 
五 
中 

ゆたか 

敷地面積 2,233.02 
立地：周辺は中高層住宅地、斜面地、道路と高低差あり 
接道：西・南側で市道に接道／敷地：適正規模に対し十分広さがある 
駐車場：地下に駐車場有／調理室：なし 
改修等：内外装改修、調理室増築検討 

延べ床面積 3,460.29 

建築年月日 3993.8.3 

経過年数 23 

支援センター ‐ 

東豊中 

敷地面積 2,200.96 
立地：周辺は中高層住宅地、斜面地、道路と高低差あり、複合施設 
接道：西・北側で市道に接道／敷地：狭小 
駐車場：4台 
改修等：内外装改修検討 

延べ床面積 3,275.43 

建築年月日 3997.3.25 

経過年数 39 

支援センター ○ 

※ＥＶ：エレベーター 
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中学
校区 

園名 建物概要 現況と改修等にかかる課題 

第 
十 
六 
中 

てらうち 

敷地面積 3,398.86 
立地：周辺は中高層住宅地、斜面地、道路と高低差あり 
接道：北・西・南側で市道に接道／敷地：適正規模に対し十分広さがある 
駐車場：3台／調理室：なし／EV：なし 
改修等：内外装改修、EV・調理室増築検討 

延べ床面積 3,053.00 

建築年月日 3975.5.3 

経過年数 43 

支援センター ‐ 

小曽根 

敷地面積 3,325.99 
立地：周辺は低層住宅地、西・東側は民家に接する、公園に隣接 
接道：北・南で市道に接道／敷地：適正規模に対し十分広さがある 
駐車場：なし 
改修等：園舎面積が小さく、調理室を含め大幅な増築工事検討 

延べ床面積 936.92 

建築年月日 3973.3.25 

経過年数 45 

支援センター ○ 

第 
十 
七 
中 

旭丘 

敷地面積 3,834.00 
立地：周辺は低層住宅、中高層住宅が地域、道路と高低差あり 
接道：東・北側で市道に接道／敷地：狭小 
駐車場：17台 
改修等：移転改築検討 

延べ床面積 835.57 

建築年月日 3967.9.20 

経過年数 48 

支援センター ○ 

第 
十 
八 
中 

蛍池 

敷地面積 3,733.00 立地：周辺は低層住宅地、道路と高低差あり、アクセス道路が狭い、螢池駅から至
近の距離 
接道：南・西側で市道に接道／敷地：適正規模に対し十分広さがある 
駐車場：4台 
改修等：接道の狭さから移転改築を検討 

延べ床面積 3,384.69 

建築年月日 3976.3.39 

経過年数 40 

支援センター ○ 

※ＥＶ：エレベーター 

 

（5） 地域ごとの教育・保育ニーズ 

本市の特徴を地域別に見ると、中・北部は、阪急電鉄の沿線開発とともに住宅地と

して発展してきました。南部は、大阪市内の工業地帯の延長としての性格と、大都市近

郊住宅地としての性格を合わせもった地域となっています。 

 適正配置を考える場合、地域ごとの計画も大きな要素となります。例えば、北部では

「千里中央地区活性化ビジョン」が策定され、再整備の検討が進められています。ま

た、広域的な視点で見ると、箕面市・萱野方面への北大阪急行の延伸の具体化など北側

の市街地での新たな拠点形成が進むことも想定されます。 

南部地域においては「豊中市南部地域活性化構想」を基本に、「（仮称）南部コラボセ

ンター基本構想」や「庄内地域における“魅力ある学校づくり”計画」等の各計画によ

り、大規模な施設再編や良好な住環境整備が進みます。本計画はこうしたまちづくりの

動きとも時期や考え方の点で整合性を図りながら進めていく必要があります。 

 ここでは、おおむねＡ地区（北東部）、Ｂ地区（東部）、Ｃ地区（北西部）、Ｄ地区（西

部）、Ｅ地区（南部）の 5つの地区に分け、それぞれ複数の中学校区の中で調整を行いな

がら再編整備計画を進めます。 

なお、次頁以降に上記５つの地区ごとの「1～3号教育・保育ニーズ1量の推計」を算出

していますが、これらは、育みプランの子ども・子育て支援法に基づく市町村計画（平

成 29 年（2017 年）10 月見直し実施分）に基づく教育・保育利用率に基づき算出したニ

ーズ量と、平成 30 年（2018 年）4月時点（見込み）での教育・保育施設の確保量（利用

定員の合算）とを比較したときの過不足を表しています。 

                                                  
1 1～3 号教育・保育ニーズ 

1 号認定が保育の必要性のない満 3 歳以上の学校教育を受ける子ども、2 号認定が保育の必要性のある

満 3 歳以上の子ども、3 号認定が保育の必要性のある満 3 歳未満の子どものことで、これらのニーズ合

計。 
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教育・保育施設マップ（平成 30 年（2018 年）4 月 1 日）とエリア区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公立認定こども園

家庭保育所

民間保育所

私立認定こども園

私立幼稚園

事業所内保育事業

小規模保育事業

施設の概要

A

B

D

E

C

第五中

第一中

第六中

第七中

第九中

第十六中
第四中

第十二中

第十八中

第十三中

第十四中

第二中

第十七中

第十五中

第八中

第十一中

第十中

第三中

北
大
阪
急
行

新
御
堂
筋

名神高速道路

阪
神
高
速
大
阪
池
田
線

大阪モノレール

中国自動車道

大阪中央環状線

阪
急
宝
塚
線

伊丹豊中線

国
道
　
号

176

くりの み わ か ば

ほ うな ん
庄 内 こ ど もの 杜

大 阪 音 楽 大 学
付 属 音 楽

庄 本

きゅ うらく

こうづ しま

お ひ さま 岡 町

せ ん りひ じり
ひ じりに じい ろ

あ い 保 育 園
千 里 中 央

あ け ぼ の
ドロップ ス

北 丘 聖 愛 園

よつ ば

ア ソカ

あ い 保 育 園
寺 内

豊 中 か な で

ＨＯＰＰＡ
北 桜 塚

豊 中

あ け ぼ の

さくらづ か

豊 中 あ け ぼ の

ほ づ み
絵 本 の 森

あ け ぼ の
ぶ ん ぶ ん

豊 中 ほ づ み

ほ づ み バ ブ ー

豊 中 さくら

に っこ り
ことぶ き園

夢 の 鳥

小 曽 根

穂 積

くりの み

ラ・サ ンテ

さわ だ

さくらん ぼ

服 部て しま

ひ か り

トレジ ャー キ ッズ
ふ れ あ い 緑 地

ア ス ク
曽 根 南

ゆ た か

カリー ナお か まち

曽 根

超 光 寺

ぴ よぴ よル ー ム と
よな か

あ け ぼ の

東 泉 丘 ひ だ ま り

ア スク上 新 田

白 鳩 チ ル ドレン
セ ンター 南 丘

ゆ い ゆ い

トレジ ャー キ ッズ
ひ が しとよ なか

み た に

た ま い
ぶ っこう

あ け ぼ の
ひ だ まり

刀 根 山 こころ

しらい
蛍 池 文 化

ア トリオ
とね や ま

い ず み

あ っぷ る

ＨＯＰＰＡ蛍 池

豊 中
み ど りっこ

神 童

ほ わ い と

豊 中 み ど り

箕 面 自 由 学 園

み くま

の ば た け マ ミー

杉 本

東 豊 中

ＨＯＰＰＡ少 路 駅 前

緑 ヶ丘

の ば た け

春 日 荘
聖 マ リア

の ど か

あ い 保 育 園
西 泉 丘

お ひ さま 旭 丘 か い せ い

お ひ さまっこ

ア エ レ
くまの だ熊 野 田

東 邦

とうほ う
豊 中

ひ だ まり

宮 山

バ ンビ ー ニ くまの だ

くま の だ

ア トリオ
み な み お か

豊 中 文 化
とよな か
ぶ ん か ナ ー ス リー

東 豊 中 ひ だ まり

追 手 門 学 院

ぬ くもりの お うち

豊 中 愛 光

聖 ミカエ ル

そ らの つ ば さ

あ け ぼ の ぽ ん ぽ こ ちび っこ保 育 園
ス カイライフ

羽 鷹 池 ひ だ まり
た ん ぽ ぽ

梅 花

服 部 み ど り

中 桜 塚 ひ だ ま り

あ け ぼ の
風 の 森

とよな か 文 化
さくらナ ー ス リー

豊 南 西

野 田

島 田

栄 町

庄 内 西 庄 内

せ ん な り

豊 中 人 権
まち づ くりセン ター

東 丘

しん で ん

て らうち

小 曽 根
服 部

て しま

とね や ま

蛍 池

桜 井 谷

の ば た け

北 緑 丘

旭 丘

本 町

ゆ た か

東 豊 中

高 川

原 田

西 丘
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（人）

区域 校区
平成30年

2018年

平成31年

2019年

平成32年

2020年

平成33年

2021年

平成34年

2022年

平成35年

2023年

平成36年

2024年

平成37年

2025年

平成38年

2026年

平成39年

2027年

平成40年

2028年

第八中学校区 -333 -278 -290 -336 -362 -433 -433 -433 -433 -434 -433

第九中学校区 262 302 328 259 328 32 23 36 30 5 2

第十一中学校区 224 394 353 302 58 3 7 8 34 39 26

合計 375 238 389 25 -376 -378 -383 -387 -387 -390 -385

300～ 200～299 300～399 50～99 49～-49

-50～-99 -300～-399 -200～-299 -300～

A

① Ａ地区（北東部）：第八、九、十一中学校区 

• 地域の特徴：千里ニュータウン及び上新田地区からなる地域。千里中央地区を

中心に、緑豊かな住宅地が広がっています。 

• 教育・保育施設の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 児童数推計 

今後 10 年間は減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

• １号～３号教育・保育ニーズ量の推計 

第八中学校区では平成 30 年度（2018 年度）には供給過剰となりますが、Ａ地 

区全体では、平成 34 年度（2022 年度）から供給過剰となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

校区 公立 私立 計

第八中学 3 4 5

第九中学 2 9 33

第十一中学 --- 34 34

合計 3 27 30

（か所） 

（人） 

第九中

第十四中

第二中

第十五中

第八中

第十一中

宮山

せんりひじり
ひじりにじいろ

あい保育園
千里中央

あけぼの
ドロップス

北丘聖愛園

よつば

アソカ

東泉丘ひだまり

アスク上新田

白鳩チルドレン
センター南丘

ゆいゆい

トレジャーキッズ
ひがしとよなか

みたに

みくま

のばたけマミー

杉本

東豊中

ＨＯＰＰＡ少路駅前

緑ヶ丘

のばたけ

春日荘
聖マリア

のどか

くまのだ

アトリオ
みなみおか

豊中文化
とよなか
ぶんかナースリー

東豊中ひだまり

追手門学院

ぬくもりのおうち

聖ミカエル

そらのつばさ

あけぼのぽんぽこ ちびっこ保育園
スカイライフ

羽鷹池ひだまり
たんぽぽ

梅花

あけぼの
風の森

とよなか文化
さくらナースリー

東丘

しんでん

のばたけ
北緑丘

ゆたか

東豊中

西丘

公立認定こども園

家庭保育所

民間保育所

私立認定こども園

私立幼稚園

事業所内保育事業

小規模保育事業

施設の概要
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（人）

区域 校区
平成30年

2018年

平成31年

2019年

平成32年

2020年

平成33年

2021年

平成34年

2022年

平成35年

2023年

平成36年

2024年

平成37年

2025年

平成38年

2026年

平成39年

2027年

平成40年

2028年

第三中学校区 -826 -830 -865 -927 -986 -3,037 -3,044 -3,048 -3,049 -3,049 -3,045

第四中学校区 -332 -72 -68 -98 -327 -344 -345 -344 -344 -343 -340

第十五中学校区 338 263 237 386 350 334 90 72 55 43 36

第十六中学校区 402 408 379 377 344 338 335 332 328 327 324

第十七中学校区 674 639 633 573 543 503 496 493 488 486 489

合計 456 408 274 309 -76 -226 -268 -297 -322 -336 -336

300～ 200～299 300～399 50～99 49～-49

-50～-99 -300～-399 -200～-299 -300～

B

② Ｂ地区（東部）：第三・四・十五・十六・十七中学校区 

• 地域の特徴：千里ニュータウンの一部と北大阪急行沿線の地域は、UR 団地や緑

地公園駅周辺の中高層住宅、低層住宅地で形成された地域です。阪急沿線は、

低層住宅地となっており、駅前には商業施設が集積しています。 

• 教育・保育施設の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 児童数推計 

第四中学校区は横ばい状態が続きます。その他の中学校区では今後 10 年間はわ

ずかに減少、その後は横ばいとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

• １～３号教育・保育ニーズ量の推計 

第十六・十七中学校区は恒常的な定員超過の状態が続きますが、隣接する第三・

四中学校区との調整を図った場合、平成 34 年度（2022 年度）からＢ地区全体で

は供給過剰となります。 

 

 

 

校区 公立 私立 計

第三中学 --- 39 39

第四中学 3 33 34

第十五中学 2 6 8

第十六中学 2 3 3

第十七中学 3 2 3

合計 6 43 47

（か所） 

（人） 

あけぼの

あけぼの

第十六中
第四中

第十二中

第十七中

第十五中

第三中

よつば

トレジャーキッズ
ふれあい緑地

おかまち

ぴよぴよルームと
よなか

くりのみ わかば

あい保育園
寺内

豊中かなで

ＨＯＰＰＡ
北桜塚

豊中さくらづか

豊中あけぼの

ほづみ
絵本の森

あけぼの
ぶんぶん

豊中ほづみ

ほづみバブー

豊中さくら

にっこり
ことぶき園

夢の鳥

小曽根

穂積

くりのみ

ラ・サンテ

さわだ

さくらんぼ

服部てしま

ひかり

アスク
曽根南

ゆたか

カリーナ

曽根

超光寺

東泉丘ひだまり

アスク上新田

白鳩チルドレン
センター南丘

ゆいゆい

トレジャーキッズ
ひがしとよなか

みたに

東豊中

あい保育園
西泉丘

おひさま 旭丘かいせい

おひさまっこ

アエレ
くまのだ熊野田

東邦

とうほう
豊中

ひだまり

宮山

バンビーニくまのだ

くまのだ

アトリオ
みなみおか

豊中文化
とよなか
ぶんかナースリー

東豊中ひだまり

梅花

服部みどり

中桜塚ひだまり

あけぼの
風の森

とよなか文化
さくらナースリー

野田

しんでん

てらうち

小曽根
服部

てしま

旭丘

本町

ゆたか

東豊中

高川

公立認定こども園

家庭保育所

民間保育所

私立認定こども園

私立幼稚園

事業所内保育事業

小規模保育事業

施設の概要



 

‐33‐ 

 

（人）

区域 校区
平成30年

2018年

平成31年

2019年

平成32年

2020年

平成33年

2021年

平成34年

2022年

平成35年

2023年

平成36年

2024年

平成37年

2025年

平成38年

2026年

平成39年

2027年

平成40年

2028年

第二中学校区 204 232 233 389 393 379 383 385 390 392 394

第十三中学校区 -235 -382 -204 -232 -273 -283 -283 -282 -278 -273 -266

第十四中学校区 22 -3 -7 -27 -66 -302 -339 -334 -348 -360 -370

第十八中学校区 -330 -304 -303 -300 -95 -300 -300 -96 -93 -89 -84

合計 -99 -77 -303 -370 -243 -306 -323 -327 -329 -330 -326

300～ 200～299 300～399 50～99 49～-49

-50～-99 -300～-399 -200～-299 -300～

C

③ Ｃ地区（北西部）：第二、十三、十四、十八中学校区 

• 地域の特徴：東部（第二、十四中学校区）は UR・府営住宅団地、低層住宅地と

なっています。中央部（第十三中学校区）は阪急沿線の低層住宅地、大阪大学

があります。西部（第十八中学校区）の大阪国際空港周辺は住宅と事業所が混

在する地域となっています。 

• 教育・保育施設の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

• 児童数推計 

第十四中学校区は減少、その他の中学校区では横ばいとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

• １～３号教育・保育ニーズ量の推計 

第二中学校区は定員超過が続きますが、Ｃ地区全体では供給過剰となります。 

  

公立認定こども園

家庭保育所

民間保育所

私立認定こども園

私立幼稚園

事業所内保育事業

小規模保育事業

施設の概要

校区 公立 私立 計

第二中学 3 5 6

第十三中学 2 6 8

第十四中学 2 2 4

第十八中学 3 4 5

合計 6 37 23

（か所） 

（人） 

第九中

第十八中

第十三中

第十四中

第二中

第十七中

第十五中

第十一中

伊丹豊中線

豊中さくらづか
カリーナおかまち

東泉丘ひだまり

トレジャーキッズ
ひがしとよなか

あい保育園
西泉丘

豊中かなで

ＨＯＰＰＡ
北桜塚

ぴよぴよルームと
よなか

たまい
ぶっこう

あけぼの
ひだまり

刀根山こころ

しらい
蛍池文化

アトリオ
とねやま

いずみ

あっぷる

ＨＯＰＰＡ蛍池

豊中
みどりっこ

神童

ほわいと

豊中みどり

箕面自由学園

のばたけマミー

杉本

東豊中

ＨＯＰＰＡ少路駅前

緑ヶ丘

のばたけ

春日荘
聖マリア

のどか

おひさま 旭丘かいせい

おひさまっこ

アエレ
くまのだ熊野田

東邦

とうほう
豊中

ひだまり

宮山

バンビーニくまのだ

くまのだ

豊中文化

東豊中ひだまり

豊中愛光

聖ミカエル

そらのつばさ

あけぼのぽんぽこ

羽鷹池ひだまり
たんぽぽ

梅花

あけぼの
風の森

とよなか文化
さくらナースリー

とよなか
ぶんかナースリー

みくま

ゆたか

豊中人権
まちづくりセンター

とねやま

蛍池

桜井谷

のばたけ
北緑丘

旭丘

本町

東豊中



 

‐32‐ 

 

（人）

区域 校区
平成30年

2018年

平成31年

2019年

平成32年

2020年

平成33年

2021年

平成34年

2022年

平成35年

2023年

平成36年

2024年

平成37年

2025年

平成38年

2026年

平成39年

2027年

平成40年

2028年

第一中学校区 394 383 364 352 347 329 322 336 333 307 305

第五中学校区 -205 -382 -362 -360 -350 -345 -338 -329 -339 -308 -97

合計 -33 3 2 -8 -3 -36 -36 -33 -8 -3 8

300～ 200～299 300～399 50～99 49～-49

-50～-99 -300～-399 -200～-299 -300～

D

④ Ｄ地区（西部）：第一、五中学校区 

• 地域の特徴：西部の大阪国際空港の周辺は、名神高速道路や阪神高速道路など

道路交通網に恵まれており、住工混在地となっています。阪急沿線は低層住宅

地となっており、駅前には商業施設が集積しています。 

• 教育・保育施設の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 児童数推計 

第一中学校区は減少、第五中学校区は増加の傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

• １～３号教育・保育ニーズ量の推計 

Ｄ地区全体としては、利用定員に対してほぼバランスの取れた児童数の推移と

なります。 

 

 

 

 

 

 

校区 公立 私立 計

第一中学 2 4 6

第五中学 3 8 9

合計 3 32 35

（か所） 

（人） 

第十中

第五中

第一中

第三中

伊丹豊中線

わかば

豊中あけぼの

あけぼの
ぶんぶん

豊中ほづみ

豊中さくら

さわだ

服部

しらい
蛍池文化

旭丘かいせい

おひさまっこ

くまのだ

中桜塚ひだまり

熊野田

くりのみ

こうづしま

おひさま岡町

豊中かなで

ＨＯＰＰＡ
北桜塚

豊中

あけぼの

さくらづか

ほづみバブー

にっこり
ことぶき園

穂積

くりのみ

さくらんぼ

てしま

ひかり

トレジャーキッズ
ふれあい緑地

アスク
曽根南

ゆたか

カリーナおかまち

曽根

超光寺

ぴよぴよルームと
よなか

あけぼの

たまい
ぶっこう

いずみ

おひさま

東邦

とうほう
豊中

ひだまり

宮山

豊中愛光

梅花

服部

野田

豊中人権
まちづくりセンター

てしま

本町

原田
公立認定こども園

家庭保育所

民間保育所

私立認定こども園

私立幼稚園

事業所内保育事業

小規模保育事業

施設の概要
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（人）

区域 校区
平成30年

2018年

平成31年

2019年

平成32年

2020年

平成33年

2021年

平成34年

2022年

平成35年

2023年

平成36年

2024年

平成37年

2025年

平成38年

2026年

平成39年

2027年

平成40年

2028年

第七中学校区 -392 -390 -393 -383 -363 -343 -347 -352 -354 -359 -363

第六中学校区 239 205 233 206 205 388 382 379 376 373 372

第十中学校区 -343 -328 -323 -338 -324 -327 -329 -329 -328 -327 -326

第十二中学校区 -366 -353 -368 -363 -366 -357 -360 -362 -362 -362 -362

合計 -282 -264 -273 -258 -248 -239 -254 -264 -268 -275 -277

300～ 200～299 300～399 50～99 49～-49

-50～-99 -300～-399 -200～-299 -300～

E

⑤ Ｅ地区（南部）：第六、七、十、十二中学校区 

• 地域の特性：庄内駅界隈は商業施設が集積し、その周辺には低層住宅やアパー

トが多く立地しています。神崎川沿いには事業所が多く集積しています。 

• 教育・保育施設の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 児童数推計 

他地域と比べ児童数が少なく、さらに児童数は減少の傾向にあります。一方で、

きめ細かなサポートが必要な家庭支援のニーズは高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

• １～３号教育・保育ニーズ量の推計 

他の地域と比較して、公立園が多く設置され、Ｅ地区全体では供給過剰となり

ます。 

 

 

 

  

校区 公立 私立 計

第六中学 --- 2 2

第七中学 5 3 6

第十中学 3 3 4

第十二中学 2 4 6

合計 8 30 38

（か所） 

（人） 

第六中

第七中

第十二中

第十中

第一中
ほづみ
絵本の森

豊中ほづみ
アスク
曽根南

くりのみ わかば

ほうなん
庄内こどもの杜

大阪音楽大学
付属音楽

庄本

きゅうらく

こうづしま

ほづみバブー

にっこり
ことぶき園

夢の鳥

小曽根

穂積

くりのみ

ラ・サンテ

さわだ

服部てしま

トレジャーキッズ
ふれあい緑地

小曽根てしま

豊南西

野田

島田

栄町

庄内西 庄内

せんなり

服部

高川

公立認定こども園

家庭保育所

民間保育所

私立認定こども園

私立幼稚園

事業所内保育事業

小規模保育事業

施設の概要

（か所） 
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4．公立こども園としての取組み 

 

基本方針に基づき適正配置計画の検討と並行し、公立こども園のあるべき姿に向けた

取組みを以下のとおり進めてきました。 

 

（1） 幼保連携型認定こども園として 

 平成 27 年度（2015 年度）から公立幼稚園と公立保育所を幼保連携型認定こども園に

移行しました。市の最優先課題である待機児童解消のため、増大する 3歳児以上の保育

ニーズのために元公立幼稚園での 2号認定の定員を設定するなど、こども園の特徴を最

大限に活かし対応しています。 

 また、教育と保育を一体的に提供するため、園児の心身の発達と家庭や地域の実態に

即した教育・保育内容や子育て支援等を定めた「豊中市立幼保連携型認定こども園全体

計画」を策定し、実践しています。この内容は、民間事業者へも示し市全体の質の高い

教育・保育内容の充実に向けた取組みを進めています。 

 

（2） 地域子育て支援の推進 

 地域子育て支援事業については、これまでも公立保育所や公立幼稚園のうち 16 か所

に地域子育て支援センターを設置し、子育てに関する相談や子育て講座、訪問事業など

様々な支援を行ってきました。 

平成 27 年度（2015 年度）には子ども・子育て支援新制度がスタートし、在宅で子育

てしている家庭への子育て支援事業の実施が、認定こども園の認定要件の一つとなった

ことから、全こども園において園庭開放や子育て講座なども実施し、いつでも立ち寄れ

る環境整備を進めています。また、小学校区を単位とする校区連絡会を活用し、各民間

園で実施されている園庭開放や親子の交流の場の提供等、地域向け事業とも連携しなが

ら地域のネットワークの強化に取り組んでいます。 

さらに、市域全体の子育て支援を統括する子育て支援センターほっぺとの連携を図り、

重層的な子育て支援体制を築くことで、より一層の子育て支援を推進していきます。 

 

（3） 民間施設との協働 

 平成 30 年度（2018 年度）当初の待機児童解消を目標に、民間事業者による保育所等

の整備や私立幼稚園の認定こども園化など、新たな事業者の参入なども積極的に受け入

れながら公民協働で多様な手法により受け皿の確保に努めてきました。また、2歳まで

の小規模保育事業の増設に伴い、前述の公立こども園での 3歳児の定員を毎年増やし、

3か年で公民合わせて約 2,000 人分の受け皿の増設を行い、目標達成を果たしたところ

です。 

一方で、教育・保育の質のさらなる充実をめざし、平成 29 年度（2017 年度）から公

民協働で豊中市における教育・保育環境ガイドライン作成に取り組んでいます。作成過

程から民間の幼稚園・保育園などの保育者に参画してもらうことで、これまでのそれぞ
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れの創意工夫やノウハウの蓄積、特徴ある教育・保育等をガイドラインに反映するとと

もに各施設で活用することにより、主体的な実践へつながることを期待しています。ま

た、平成 30 年度からは、大阪府のアドバイザー研修制度も積極的に活用し、公民が切

磋琢磨し、より質の高い教育・保育をめざしています。 
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5．あるべき姿に向けた公立こども園の適正配置の考え方 

 

今後適正配置を進めるにあたっては、前項にまとめた公立こども園のあるべき姿に向け

たこれまでの取組みも踏まえ、以下の考え方に基づき取り組むこととします。 

 

(1) 配置分布 

  園配置は、徒歩圏内（1.5～2.0km）に 1施設とします。徒歩圏で家庭とこども園をつ 

 なぎ、地域すべての子育て家庭が、いつでも身近に立ち寄れる場所がある環境を整備し 

 ます。 

 

(2) 既存園の有効活用 

   適正配置にあたっては、既存園の用地・施設の有効活用を基本とします。子どもの安 

全・安心の確保、快適な保育空間の提供、利便性の観点から、施設状況を分析し、改築 

や移転・建替、または必要な更新工事を行います。 

 

(3) 既存施設長寿命化 

本市の財政負担の軽減のためにも、効果的・効率的に老朽化対策を行っていく必要が 

あります。そのため、既存施設の改修や増築を行いながら長寿命化を図っていくことを 

基本とし、改修や増築で対応できない施設については、可能な限り現地で建て替えを行 

います。 

 

(4) 地域支援 

   現在の地域子育て支援センターにおいて構築している地域子育ち・子育て支援ネット 

ワーク（校区連絡会）は、小学校区単位で展開していますが、こども園の具体的な配置 

の決定にあたっては、全市域を網羅するよう、改めて配置園ごとに小学校区を単位とし 

た担当区域の割り当てを行います。 

 

(5) 民間施設との連携 

   配置園周辺地域の教育・保育のニーズの状況を踏まえ、地域の需要に周辺の私立園で 

対応できることが見込まれる場合は私立園に対応を委ねるなど、民間施設との連携を図 

りながら、再編整備を進めます。 

 

 (6) 魅力のある施設としての再整備 

   配置園については、公立こども園の 4つの機能はもとより、就学後の子どもたちも含 

めた豊かな子育ち子育てにつながるよう、各地域の特性や立地の利点を活かし、近隣小 

学校との連携や地域の方々との世代間交流が深まるなどの付加価値についても検討し、 

魅力あるこども園として整備を進めます。 
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(7) 配置園の適正規模 

   基本となるこども園の適正規模を以下のように想定します。ただし、実際に配置する 

場合はそれぞれの敷地条件が異なるため、調整が必要となります。 

 

① 定員規模 

セーフティネット機能を発揮するため、どの地域においても 0歳児から 5歳児の

新規入園と他園からの転園を想定した定員設定とします。また、ある程度ゆとりを

もった教育・保育を行うために各歳児の定員及び全体の定員規模は 1クラスずつを

想定し、利用定員については下表を目安とします。 

 

 0 歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

利用定員（人） 6 30 38 20 30 30  334 

 

② 園舎の面積規模 

園舎・園庭については、上記の利用定員を基本に認可上必要な面積を確保するこ

ととなりますが、想定外の人口増や近隣施設の突然の閉鎖に対応するための受け入

れ、災害発生時の避難所としての役割を果たす事等を考慮した場合、延床面積1,500

㎡程度が必要となります。ただし、敷地の立地条件や多機能化などによる付加価値

も含めて柔軟に検討を進めます。 
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6．適正配置及び再整備計画 

 

（1） 再配置・再整備する施設一覧 

 計画の基本的な考え方及び各こども園の現況や地域ごとの状況等を総合的に検討した

結果、将来の子どもの減少を見据え再配置及び再整備を行う施設は次の表のとおりとし

ます。 

 

 

  

地区 校区 園名  配置園 考え方 

Ａ
地
区 

第十一 ---   --- 

· 民間施設が充実している中、周辺校区の地域子育

て支援拠点を中心に民間施設の取組みとともにネッ

トワークを築き、セーフティネット機能を補完します。 

第八 東丘   東丘 
· 公園など緑豊かな環境を活かした教育・保育の提

供ができるよう、再整備の検討を行います。 

第九 

西丘 
  

西丘 

· 東丘こども園とともに千里地域の受け皿として子育て

支援のネットワークを構築しつつ、引き続き地域に開

かれたこども園としての機能を最大限発揮できる施

設の再整備の検討を行います。 
しんでん   

Ｂ
地
区 

第十五 

ゆたか  

東豊中 

· 東豊中小学校や近隣の私立施設との連携を図りな

がら、千里地域の南に多い子育て支援ニーズを充

足します。 東豊中  

第十六 

てらうち   

てらうち 

· 緑地公園駅利用者を中心とした家庭支援の拠点と

して、これまで大切にしてきた幼児教育を継承しつ

つ、０～5 歳児を受け入れる施設として再整備の検

討を行います。 

小曽根   

第十七 旭丘 

  

旭丘 

· 隣接する泉丘との連携を深め、限られた敷地面積を

有効活用できるよう、再整備にあたっては建替えも

視野に入れ検討を行います。 

第三 ---   --- 

· 民間施設が充実している中、周辺校区の地域子育

て支援拠点を中心に民間施設の取組みとともにネッ

トワークを築き、セーフティネット機能を補完します。 

第四 服部  --- 

· 民間施設が充実している中、周辺校区の地域子育

て支援拠点を中心に民間施設の取組みとともにネッ

トワークを築き、セーフティネット機能を補完します。 
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地区 校区 園名  配置園 考え方 

Ｃ
地
区 

第二 桜井谷    桜井谷 

· 隣接する桜井谷小との連携を深めるとともに、適

正規模の施設となるよう、敷地の確保も含め再整

備に向け検討を行います。 

第十三 

本町   本町 

· 敷地面積の不足を補えるよう再整備を行い、地域

子育て支援センターほっぺと連携しながら第三中

校区の支援拠点として位置づけます。 

とねやま 

  

とねやま 

· 適正規模を有するこども園として、大規模改修に

より施設の長寿命化と乳児の受入れに向け検討

を行います。また、立地を活かし刀根山小との連

携を深め質の高い教育・保育の提供を進めます。                                                            

第十四 

北緑丘   

北緑丘 

· 適正規模確保のため、建替えを視野に入れ再整

備の検討を行います。豊かな緑に囲まれた立地を

活かし特色ある保育内容の充実に取組みます。 のばたけ   

第十八 蛍池   蛍池 

· 校区で展開している子育て支援ネットワークの中

核として、引き続ききめ細かい地域での子育て支

援を進めるとともに、より最適な教育・保育の提供

ができるよう再整備の検討を行います。 

Ｄ
地
区 

第一 

原田   原田 

· 民間施設も多くない原田地域を広範囲にカバー

し、第一中校区所管のこども園として、再整備に向

け検討を行います。また、幹線道路に近いため、

災害時の拠点としての活用も視野に入れた整備

を検討します。 

てしま 
  

てしま 

· 第四中校区の地域子育て支援拠点と位置付け、

服部こども園の在園児童を集約できるこども園とし

て再整備の検討を行います。 

第五 

豊中 

人権 

まちづくり 

センター 

  

豊中 

人権 

まちづくり 

センター 

· 人権まちづくりセンターの取組みや校区内にある

児童養護施設との連携を図りながら、地域の子育

て支援拠点とし支援の充実を進めます。 施設の

長寿命化対応について検討を行います。 
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(2) 統合対象園の利活用 

上記配置園以外のこども園は統合対象園として配置園へ統合を進めますが、跡地につい

ては、豊中市公共施設等総合管理計画に基づき、転用・貸付・売却などの検討を行うほか、

跡地の市場性・利便性・地域特性などについて評価し有効利用ができないか検討を進めて

いく必要があります。子育ち・子育て支援に資する活用も含め、関係機関との調整を進め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区 校区 園名  配置園 考え方 

Ｅ
地
区 

第六 --- 

  

--- 

· 南部コラボにおいて、地域子育て支援拠点としての

機能を有したほっぺ分室を設置し、南部地域のセ

ーフティネット機能の強化を図ります。 
  

第七 

島田   

島田 

· 校区内に近在する小規模の公立園を集約し、大規

模園として特色ある教育・保育の提供ができるよう

再整備の検討を行います。また地域の特性を踏ま

え、これまで大切にしてきた支援家庭へのきめ細か

い支援の充実を検討します。 

栄町   

庄内   

せんなり   

庄内西 

  

庄内西 
· 阪急神戸線周辺地域における保育ニーズに対応

し、子育て家庭支援の充実を進めます。 

第十 野田   野田 

· 再整備にあたっては、屋外で伸び伸びと遊び学ぶ

ことのできる適正規模を確保するため、移転建替

え等を視野に検討を行います。 

第十二 

高川   

高川 

· 島田こども園と並んで、南部地域に配置する大規

模園の１つとして、近隣の民間施設と連携し、特色

のある園をめざし、施設の長寿命化もあわせて検

討を行います。 
豊南西   
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再整備園マップ 

配置園から 1.5km の距離でカバーできる範囲。豊中市のほぼ全域をカバーすることが可

能です。 
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7．全体計画スケジュール 

 

今後 15 年間の計画期間において、南部とそれ以外の大きく 2期に分け、下図のように期

間を設定し、適正配置に取り組みます。また、配置園の再整備については、園の規模、周辺

園からの統合を勘案し、おおむね今後 10 年間ですすめます。 

なお、5年ごとに行われるニーズ調査（平成 30 年度（2018 年度）、平成 35 年度（2023 年

度）、平成 40 年度（2028 年度））を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行います。 

また、関連する取組みとして、保育教諭等の確保についても計画的な採用と人材育成を行

います。 

 

平成30 
（2018） 
年度 

平成31 
（2019） 
年度 

平成32 
（2020） 
年度 

平成33 
（2021） 
年度 

平成34 
（2022） 
年度 

平成35 
（2023） 
年度 

平成36 
（2024） 
年度 

平成37 
（2025） 
年度 

平成38 
（2026） 
年度 

平成39 
（2027） 
年度 

平成40 
（2028） 
年度 

平成41 
（2029） 
年度 

平成42 
（2030） 
年度 

平成43 
（2031） 
年度 

平成44 
（2032） 
年度 

                              

                            
  

                              

 

 

(1) 統合対象園における統合実施時期及び手法 

 統合対象園にかかる動きについては、園ごとに、実施時期を明らかにした個別計画を改

めて示します。実施時期については、利用定員とニ－ズ量の関係性を注視しながら、ニー

ズ量が利用定員を下回ったタイミング、即ち供給過剰と判断される年度から統合にかかる

手続きに着手します。この際、在籍児童に配慮し、丁寧な説明・告知を行ったのち、年次

的・段階的に受け入れ児童数を減少させ、数年後に統合を行います。 

 

(2) 南部地域の再整備 

 上記（1）の考え方から、南部地域については、平成 30 年（2018 年）3月現在において

既に供給過剰となっているため、適正配置及び再整備計画を早期に進めます。 

 

(3) 在園児・保護者の安心 

本計画により統合対象園となった園へ通園する園児及びその保護者については、いつ統

合になるか・転園する必要があるのか等の不安が最小限となるよう、統合に着手すること

となった場合には、すみやかにスケジュールや詳細について告知するとともに丁寧な説明

を行い、不安や疑問の解消に努めます。 

また、統合する場合の転園に際しては、教育・保育の質の確保が可能となるよう転園先

を確保するなど、各家庭の状況に応じて必要な調整を行います。 

  

１７園の再整備 

第１期 （南部） 

第 2 期 （南部以外） 
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平成 30 年 (2018 年) 9 月 

問合せ先 

こども未来部 こども事業課 

０６－６８５８－２２５５ 


